


































































































































る因果構造モデルを構築した （研究 7）。 
 
５．結果 





























































































































































































ラティブの変容過程を深く分析するためには、12 歳児から 13 歳児を上限として設定すべ
きであった。 
また、本研究では、学童 44名は、特定の特別支援学校（聴覚）に在籍しており、ランダ
ムサンプリングの手続きを採用していない。示されたデータは、マクロ的側面（内容統括性）
とミクロ的側面（計量言 語発達）との因果関係が示されており、メタ認知的言語行動の構
成妥当性を統計学的に証明可能な資料といえる。さらに、異なる地域の幼児期聴覚障害児
（研究 2、研究 4）と構成要素の系列性が認められることから、我が国における学童期聴覚
障害児における一定の普遍性を有していると考えられた。 
最後に、本研究では、幼児学童ともに、主たるコミュニケーションモードを聴覚音声口話
とする聴覚障害児を対象としており、手話等の視覚的なコミュニケーション手段を用いる
児へ本研究の知見を適応することについては慎重でありたい。 
今後は、本研究で得られた因果構造モでルを学童期後期 12歳児以上の聴覚障害児童生徒
に適応して、当該モデルを聴覚障害児のナラティブの長期形成を説明するモデルへ発展さ
せることが求められる。 
